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C O M P A N Y
PROFILE

会社概要

東洋製罐の創立は1 9 1 7年（大正6 年）。1 9 1 9年よりわが国初の自動製缶設備による製缶を開始しました。創立以来

変わらない基本方針は「包装容器を通じて社会に貢献する」こと。

東洋製罐は、主力製品の缶詰・飲料用金属缶、P E Tボトルなどのプラスチック容器分野において、業界のリーディン

グカンパニーとして発展を続けています。

創立 ：191 7年6月

代表者 ：取締役社長 三木啓史

所在地 ：本社 〒100 -8 5 2 2 東京都千代田区内幸町１－３－１（幸ビル）

資本金 ：110億9,4 6 0万円

売上高 ：4,2 9 6億円（20 0 1年3月）

従業員数 ：5,8 2 3名（20 0 1年3月）

事業内容 ：金属、プラスチックとそれらの複合材料を素材とした包装容器の製造・販売、食品関連機械、包装シ

ステムの販売および技術サービス

売上高、経常利益、従業員数

連結決算

東洋製罐グループ

包装容器事業

東洋ガラス（株）、東罐興業（株）、日本クラウンコルク（株）

本州製罐（株）、四国製罐（株）、琉球製罐（株）、大東製罐（株）

鋼板関連事業

東洋鋼鈑（株）、鋼鈑商事（株）、鋼鈑工業（株）、鋼鈑建材（株）

T O Y O - M E M O R Y  T E C H N O L O G Y  S D N .、幸商事（株）

機械設備事業

東洋食品機械（株）、東洋機械販売（株）

物流事業

東洋運送（株）、東罐運送倉庫（株）、東罐運輸（株）

その他事業

東洋エアゾール工業（株）、日本フエロー（株）、東洋石油（株）

東罐共栄（株）、東洋製版（株）、東洋電解（株）、大阪電解（株）
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2

2 0世紀は産業活動が著しく発展した時代でした。その結果、人類は物質的

には豊かな生活を手に入れましたが、高度成長の代償として地球環境の劣化を

招いてしまいました。

世紀があらたまり、2 1世紀は環境の世紀です。持続的発展が可能な社会を

構築し、地球環境を守り子孫へ受け継いで行くことが、われわれの使命である

といえます。

地球の温暖化、オゾン層の破壊、資源の枯渇、さらには酸性雨の発生など、

いわゆる地球環境問題に対処するためには、企業、地域社会を構成する住民、

消費者など全ての人々が、自らの社会生活より継続的に発生させている環境負

荷を自覚し、社会システムそのものを改善させてゆく努力が必要です。

東洋製罐は、191 7年の創業以来84年間にわたり「お客様の共同の容器工場」

としてお得意先が要望される容器を“安全・安価・迅速”に提供することに努

め、今日を迎えるにいたっています。われわれは、創造的な個人と集団が生み

出す『包みのテクノロジー』を基軸とし、包装容器の製造販売を通じて、地球

環境と調和した豊かな生活文化を世界に提案するプロフェッショナル企業とし

て、21世紀における新たな発展と進歩を目指しております。

また、急激に変化するこれからの時代をリードしてゆくのは、技術革新の力

であり、われわれ、技術に関わる集団の責任は非常に重いことを認識し、小成

に甘んじることなく、常に最新技術を保持し開発する努力を忘れてはならない

と考えております。

東洋製罐をはじめ関連各社により構成され、包装容器事業、鋼板関連事業、

機械設備事業、物流事業などを展開する「東洋製罐グループ」では、「生産､充

填､消費、回収･再生の各プロセスを通じて､環境を機軸に機能面に優れた製品

群を提供し、社会の要請に応えるソリューション企業集団」として社会への貢

献を目指しております。地球環境に調和した豊かな生活・文化を世界に提供す

べく、「新たな技術立社」を目指し、21世紀は東洋製罐グループの時代とした

いというのがわれわれの大きな目標です。

本報告書では、東洋製罐の環境管理体制の概要及び容器製造販売事業による

環境パフォーマンスの現状とともに循環型社会を目指すリサイクル活動の現

状、さらに東洋製罐グループ各社での環境対応の一端についてもご報告いたし

ます。

200 1年9月

東洋製罐株式会社

代表取締役社長
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2 1世紀に生きるわれわれにとって、環境問題は解決すべき最も重要な課題

であるといえます。環境問題の解決には、世界中の全ての人々が目的に沿った

行動をしてゆくことが重要であると考えられますが、京都議定書への対応など、

現時点ではその足並みは必ずしも揃っているとはいえません。一方、20 0 1年

は環境に関する各種法律が施行されるとともに、わが国の総理大臣の所信表明

で初めて「環境」が取り上げられた記念すべき年であります。東洋製罐では、

環境問題への対応にあたって、社会性の確保及び緊急事態への適切な対処が重

要であることを意識し、法律に対しては先取りした対応も行いながら、当社の

社会的意義を高めていくのに役立てたいと考えております。

金属缶、プラスチックボトルおよびパウチ類など、われわれが製造販売して

いる包装容器が地球環境に与える負荷を小さくするためには、材料の選択から

製造のプロセス改良、使用済み容器の処理方法にいたるまで広範囲にわたる検

討が必要です。東洋製罐では、各種製品の環境負荷を定量的に評価する手法で

あるライフサイクルアセスメント（LC A ）を活用し、「環境保全」をコンセプ

トとした軽量・高性能・環境対応型の2ピース缶TU LCを開発し、環境負荷の低

減を実現しました。さらに、水性塗料の開発、排ガス処理設備の導入などによ

り製造工程での環境負荷を低減するとともに、物流システムの改善、使用済み

容器のリサイクルの推進など環境問題への取り組みを総合的、積極的に行って

まいりました。また、東洋製罐では、環境問題に対処するためには危機管理を

含めた環境管理組織の充実が重要と考え、本社および工場における環境管理体

制を整備統合するとともに、環境マネジメントシステムの国際規格ISO 1 4 0 0 1

を飲料容器の製造拠点である埼玉工場で1 9 9 9年7月に取得し、次いで同等の

システムの水平展開を全工場で行い、環境マネジメントおよび環境パフォーマ

ンスの継続的な向上に努めております。

この報告書では、環境管理体制、各種製品の環境パフォーマンス向上の概要、

ゼロエミッションを目指す産業廃棄物の削減活動、使用済み容器のリサイクル

活動への参画状況を中心に、東洋製罐の環境に対する取り組みと実績をご報告

いたします。今後も、当社として環境問題について積極的に取り組んでまいり

ますので、皆様からのご意見、ご指摘をいただければと考えております。

200 1年9月

東洋製罐株式会社

環境部門担当

常務取締役

環境委員会委員長
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１.東洋製罐の根本方針と行動指針

ここに紹介する「我社の根本方針」と「従業員服務精神」は、東洋製罐の創立者である高碕達之助が1 9 3 3年に定め

たものであり、今日にいたるまで変わることなく脈々と受け継がれている当社の根本精神です。そして、この精神をも

とに打ち出された「5 つの行動指針」が現在、社員一人ひとりの行動指針になっています。

5 つ の 行 動 指 針
（1 ）当社の基本的な経営理念が創業当初より明確であり、それが現在に引き継がれていること。

（2 ）容器業に専念し、その容器業を通して人類の幸福に貢献していること。

（3 ）お得意先第一の姿勢を貫いてきたこと、並びに今後ともそれを貫いていくこと。

（4 ）組織が簡素化されていること。

（5 ）品質の向上と生産性の向上に一人ひとりが努力していること。
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2.環境方針（1 9 9 9年1 0月制定）

東洋製罐は、以下の基本理念および行動方針で具体的に示される環境方針に基づき、事業活動を行っています。

【基本理念】
東洋製罐は、地球環境の保全、さらには地球環境の質的改善が人類共通の最重要課題であることを強く認識し、企業

活動のあらゆる面で環境に対するきめ細やかな配慮を行いつつ、総合容器メーカーとして、人類の生活文化の向上に貢

献します。

【行動方針】
（1 ）地球環境の保全活動を推進させるため、必要な組織を整備します。

（2 ）法規、条例およびその他の要求事項を遵守するとともに、自主的な管理基準を設定し、環境管理の継続的向上に努

めます。

（3 ）生産する容器のライフサイクルにわたる環境負荷を事前に評価し、環境保全に留意した製品開発、技術開発を推進

します。

（4 ）企業活動全般にわたり省エネルギー、省資源に努めるとともに、発生する廃棄物の減量化、再利用を推進し環境負

荷の低減を目指します。

（5 ）大気汚染物質、地球温暖化物質、有害物質など環境負荷の高い物質に関しては、可能な限り代替物質へ切り換える

とともに代替技術の採用を行います。

（6 ）地球市民として使用済み容器のリサイクル活動など、社会的活動に積極的に参画します。

（7 ）社員の環境意識を高揚するために、教育、啓発、広報活動などを行うとともに、地域の環境活動への自主的参加を

支援します。

最新鋭の基山第二工場

上：工場全景

右上：ソーラーセル発電

右下：ソーラーセル発電および風力発電
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東洋製罐では、環境に対する基本理念および行動方針をもとにして、環境関連事項に関し具体的な目標および行動計

画を設定し、取組みを推進しています。

環境目標および行動計画は、分野毎（生産活動分野、製品開発分野、環境マネジメント分野、環境コミュニケーショ

ン分野）に設定しました。

１.生産活動分野

（1 ）二酸化炭素排出削減

環境目標：地球温暖化の原因と考えられる二酸化炭素の排出を企業活動の全てに渡り削減するように努める。

行動計画：

①生産活動から排出される二酸化炭素の削減

各種容器の生産に係わる二酸化炭素排出量原単位の持続的削減に努めるとともに、二酸化炭素排出量原単位の小さ

い容器への転換を促進することにより、二酸化炭素排出量の削減を図る。

2 0 1 0年：二酸化炭素排出総量を1 9 9 0年比2 ％削減する。

2 0 0 1年：二酸化炭素排出総量を1 9 9 9年比2 ％削減する。

②物流工程から排出される二酸化炭素の削減

物流の合理化を目指し、配車の自動化、運行管理の改善などを行うとともに、環境負荷の少ない運行手段を出来る

だけ採用することにより、二酸化炭素排出量の削減を図る。

2 0 0 5年：二酸化炭素排出総量を1 9 9 7年比1 3％削減する。

2 0 0 1年：二酸化炭素排出総量を1 9 9 9年比1 0 1％とする。

（2 ）産業廃棄物関連

環境目標：生産活動により発生する産業廃棄物の総排出量を削減するとともに、産業廃棄物の再資源化率の向上に努め

る。また、再資源化方法の質的改善を図る。

行動計画：

①産業廃棄物の総排出量を削減する。

2 0 0 5年：1 9 9 9年比1 0％削減する。

2 0 0 1年：2 0 0 0年比2 ％削減する。

②産業廃棄物の再資源化率を向上させる。

2 0 0 2年：再資源化率1 0 0％を達成する。

2 0 0 1年：再資源化率9 9 . 9 9％を達成する。

③再資源化におけるマテリアルリサイクル率を向上させる。

2 0 0 2年：マテリアルリサイクル率を8 5％以上とする。

2 0 0 1年：マテリアルリサイクル率を8 0％以上とする。

2.製品開発分野

環境目標：省資源型製品の用途拡大および新規開発を推進する。

行動計画：T U L Cの用途拡大に努める。

製品開発に当たっては、開発段階からL C A（ライフサイクルアセスメント）などによる環境負荷の評価を行

い、環境負荷の低減に配慮する。
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3.環境マネジメント分野

（1 ）環境マネジメントシステムの導入

環境目標：環境マネジメントシステムの構築を行う。

行動計画：I S O 1 4 0 0 1または同等のシステムを全工場で構築する。

2 0 0 2年：全工場で構築を終了する。

2 0 0 1年：全工場で構築を開始する。

（2 ）環境会計

環境目標：環境会計の集計システムを構築し企業経営に活用する。

行動計画：環境会計の費用、効果集計システムについて検討しシステムの構築を行う。

2 0 0 3年：集計システムの構築に努める。

2 0 0 1年：全工場で費用および効果の集計を試みる。

（3 ）グリーン調達、グリーン購入

環境目標：環境に配慮した製造資材の調達および環境に配慮した物品（事務用品など）の購入に努める。

行動計画：

①購入資材のグリーン調達に努める。

2 0 0 2年：購入資材のグリーン調達を開始する。

2 0 0 1年：グリーン調達指針を作成する。

②物品（事務用品等）のグリーン購入比率を向上させる。

2 0 0 5年：グリーン購入比率を9 0％以上とする。

2 0 0 1年：グリーン購入比率を1 9 9 9年比1 0％向上させる。

4.環境コミュニケーション分野

環境目標：環境報告書を作成発行し、環境コミュニケーションの充実を図る。

行動計画：毎年環境報告書を発行する。

環境報告書の内容の充実を図る。
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１.環境管理体制

東洋製罐では、著しく変化する環境問題に対応するため、経営トップの環境施策を円滑かつ迅速に具現化し、日常的

な環境マネジメント活動を効率的に実施するとともに、環境管理に係わる緊急事態の発生時においても適切な対応が出

来るように、環境管理体制の整備統合を行いました。

本社および各工場に環境委員会を設置し各種環境問題に対応しています。

環境委員会の役割と構成メンバー

（1 ）本社環境委員会

①全社的な環境方針を策定する。

②全社的な環境施策を審議、決定する。

委員長　：環境部門担当役員

副委員長：環境対策室長

委　員　：社長室長、総務部長、経理部長、マーケティング部長、飲料容器営業統括部長

一般容器営業統括部長、資材部長、物流管理部長、技術管理部長

品質管理部長、製造管理部長、工務部長、技術本部設計部長

技術本部研究部長、技術本部生産技術部長

（2 ）工場環境委員会

①工場毎の環境施策を策定、実施する。

②廃棄物関連施策を策定、実施する。

委員長　：工場長

副委員長：環境管理責任者（担当課長）

委　員　：環境管理推進責任者（各課長）、環境監査人、資源活用推進員
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2 . I S O 1 4 0 0 1システムの構築

I S O 1 4 0 0 1は、企業が事業活動を行うことによる環境への負荷低減を目指して構築した環境マネジメントシステムに

ついて要求事項を定めた国際規格です。

東洋製罐では1 9 9 9年7 月に飲料容器の拠点工場の１つである埼玉工場でわが国の製缶業界では初の外部機関による認

証を取得しました。

埼玉工場ではこのシステムに基づいて様々な活動を行った結果、着実に環境負荷が低減しており従業員の環境に対す

る意識も高揚しました。

東洋製罐では引続きI S O 1 4 0 0 1または同等システムの構築を全工場で展開することとし、2 0 0 1年4 月には横浜、石

岡の2 工場で工場環境委員長（工場長）によるキックオフ宣言が行われ、システムの構築を開始しました。また、その他

の工場も2 0 0 1年度下期中には構築を開始する予定です。そして2 0 0 2年度中には各工場で構築を完了し、運用を開始

するようにしたいと考えております。

認証機関：（株）日本環境認証機構（J A C O）
登録番号：E C 9 9 J 1 0 4 6
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1.環境面より見た物質フロー

東洋製罐では、主な製品として、各種金属缶（T U L C、トーヨーシーム缶、溶接缶、スチールDI缶、アルミニウムDI

缶、絞り缶など）およびプラスチック製品（P E Tボトル、一般ボトル、レトルトパウチ類など）を製造しています。

2 0 0 0年度の事業活動（製品の輸送に係わる物流部門を除く）を環境面より見た物質フローは下の図のようになりま

す。

主な容器用材料として、T U L C材（ポリエステルフィルムをラミネートしたティンフリースチール）、アルミ、ぶりき

などの金属板およびP E T樹脂などの各種プラスチック材料を用いています。

また、容器製造に係わるエネルギー源としてはL N G、L P Gなどの燃料および電力を使用し、さらに、表面処理、冷却

などに水を使用しています。

各種容器を生産する過程で、二酸化炭素などの大気系排出物や排水、産業廃棄物などが環境負荷物質として排出され

ています。
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2.電力、水、燃料の使用量

電力使用量

2 0 0 0年度の電力使用量は、1 , 2 1 9百万k w hで前年比

1 0 6 %となりました。このうちコージェネによる発電量

は4 9百万k w hで全体の4 ％に達しました。省エネ対策と

して大阪工場に加えて新たに川崎工場にコージェネ設備

を設置しましたが、P E Tボトルの急増に伴い電気使用量

が増加しました。これは、P E Tボトルの生産に使用する

電気量が金属缶に比べて多いためですが、今後も省エネ

機器の導入等により、電力の節減を図っていきます。

燃料使用量（原油換算）

2 0 0 0年度のL N G、L P Gなどの燃料使用量は、原油

換算で10 3 , 0 2 8 k lとなり1 9 9 9年度の99,163 k lと比

較して、3,86 5 k l増加（前年比約1 0 4 %）しました。

以前から製造工程での燃料効率の向上や、製缶工程での

燃料使用量の少ないT U L Cへの切り替えを推進してお

り、今後もさらに削減を図っていきます。

水使用量

2 0 0 0年度の水使用量は、3 , 8 5 8千ｍ3で1 9 9 9年度

の3 , 7 3 3千ｍ3と比較して､ 1 2 5千ｍ3増加（前年比

1 0 3 %）しました。以前から水の再利用、製造工程での

使用量削減化などを進めており、今後とも製缶時に水を

使用しないT U L Cへの切り替えなどにより、削減に努め

ていきます。

川崎工場のコージェネ設備
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3.大気、水域への排出

二酸化炭素排出量（物流部門を除く）

東洋製罐では、燃料及び溶剤を燃焼する事により発

生する二酸化炭素量と、社内で使用する電力に由来す

る二酸化炭素の合計を求め、二酸化炭素排出量として

います。

2 0 0 0年度の二酸化炭素排出量は1 6 1千ton-Cで

1 9 9 9年度の1 4 9千ton-Cと比較して1 2千ton-C増加

（前年比約1 0 8％）しました。

1 9 9 7年度から二酸化炭素排出量が徐々に増加して

いる主な原因は、P E Tボトルの増産に伴う電気、燃料

使用量の増加によるものですが、今後はエネルギーミ

ックスの検討や省エネルギーの推進などを行い、二酸

化炭素排出量の削減を図っていきます。

排水量

2 0 0 0年度の総排水量は、1 , 8 7 8千ｍ3で1 9 9 9年

度の1 , 8 5 6千ｍ3と比較して、2 2千ｍ3増加（前年比約

1 0 1％）しました。今後とも排水量の削減に努めてい

きます。

その他の排出

東洋製罐の各工場では、生産活動に伴って大気や水域に排出される環境汚染物質について、定期的に測定を行うとと

もに環境保全設備の維持管理により汚染の防止を図っています。

主な測定項目は大気系に関しては窒素酸化物、水域系に関してはP H、B O D、C O D、S S、リン、窒素濃度などです

が、いずれの値も規制値または自主管理値を下回る結果となっています。
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4.物流関係

東洋製罐では、金属缶、P E Tボトルなどの販売を行うにあたり、トラック便により全国各地のお得意先（充填工場）

へ輸送しています。われわれが扱っている容器は重量あたりの占有容積が大きく、環境負荷低減の観点からも物流の合

理化が重要です。

2 0 0 0年度の飲料容器の販売数量は前年比2 %増となりましたが、物流費は3 %減で運用することができました。お得

意先への納品あるいは営業倉庫への輸送は前年と同等のトラック運行数（約7 0万運行）で行いましたが、総走行距離

（7 5百万k m）を1 0 %減少でき、その結果としてトラックから発生する二酸化炭素の排出も低減することができました。

東洋製罐では、輸送効率の向上、輸送距離の減少、納品準備輸送の削減（直線納入化）、帰り便の有効利用などにより

物流に伴う環境負荷の低減を図っています。さらに将来を見つめて、トラック主体から鉄道・海上コンテナを利用した

輸送方法への転換、配送センターの導入による配送拠点の集約化、リードタイム短縮と瞬発力のある物流システムの構

築など、いわゆるモーダルシフトを検討し、更なる改良を推進しています。

2 0 0 0年度の取り組みの中で特に効果的であったものとして、以下のものが挙げられますが、今後も同様の活動を継

続して参ります。

①お得意先への直線納入率の向上

②社内倉庫の有効活用（保管率向上、営業倉庫減）による倉庫間輸送の減少

③新工場稼動、生産設備最適配置による長距離輸送の減少

さらなる効率的な物流を目指すためには、トラック配車を効率的に行うための自動配車システムの導入が不可欠であ

り、現在その試行を開始しております。これに合わせて、配車条件を簡素化することが必要となります。この結果,情報

交換の迅速化が図れ、いろいろな状況変化に対応ができるようになります。

東洋製罐での効率化努力を行いますが、1 社での輸送効率の向上には自ずと限界があります。このために複数の荷主運

送会社が協力した形式での運行（共同運行あるいは統合運行等と言われます）が重要となります。納品後の空運行を削

減するために、自社製品とは異なる荷物を輸送して、総トラック台数を減じることを目指します。ただし、東洋製罐の

主力製品は食品包装容器ですから、衛生的あるいは品質的な問題を生じないよう配慮し、推進します。

また、これら関係会社との情報交換を行う必要も生じますので、IT技術を利用した開かれた情報システムへの対応に

も配慮しなければならないと考えています。

注：輸送距離算定基準を2 0 0 0年4 月に変更したため、前年度公表データ（エコ・リポート2 0 0 0に記載）

と、相対的に異なった値となっております。
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5.環境対応技術

（1 ）排気処理

東洋製罐では、1 9 7 2年以降、塗装、印刷オーブンに排気処理装置を設置し、排気中に含まれる有機溶剤等の有害物

質による環境汚染の防止に努めています。当社の排気処理装置は、有機溶剤をC O2とH 2O に分解し無臭化する燃焼式を

採用しています。1 9 7 2年から1 9 8 9年頃までは7 6 0℃の高温で燃焼する直燃式（DFI）を中心に採用してきましたが、

1 9 9 0年以降は装置の燃料消費量を削減するため、比較的低温の3 8 0℃で処理できる触媒燃焼式（C C S）を採用してい

ます。更に塗料の水性化に合わせ、1 9 9 8年には8 0～9 0％の熱交換効率が得られる蓄熱型の回転式熱交換器（R C S）

を実用化し、運転維持費はDFIの6 0％まで削減されました。今後はR C Sを展開していく計画です。

（2 ）排水処理

各工場から排出される工場排水、生活排水を確実に処理し、環境負荷を最小限に抑えるため、当社では中和処理、油

水分離、凝集沈殿処理後に生物学的処理および活性炭吸着処理等第三次処理を行い、河川へ放流しています。国、地方

自治体等の規制基準を遵守することはもとより、公害防止協定等に基づき、汚濁負荷量等を日常的に測定、監視し、水

質汚濁防止に努めています。今後は、排水の再利用等を積極的に行っていく計画です。

（3 ）騒音

騒音については、低騒音設計を行う他、運転に伴い騒音が発生する装置は、防音カバー、防音ボックスを設け、音が

屋外へ漏れないようにしています。屋外設備については設置場所に注意を払い、低騒音設計を行う他、消音器、防音壁

を設置しています。

（4 ）振動

振動については、振動源となるプレス等は加振力を極力小さくするため、設計の段階からダイナミックバランスを採

用しています。その他に発生源対策として、基礎を強固にするとともに防振ゴム、空気バネ、位相制御、動吸振器等の

対策を講じ、外部への影響を抑えています。
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（5 ）省エネルギー

エネルギー使用の合理化に努めて、エネルギー消費原単位を継続的に年間1 ％以上低減することを目標に活動していま

す。最近ではP E Tボトルの生産量の増加に伴い、当社の電力使用量は増加しており、特に電力使用量の比率が高い高圧

圧縮機の台数制御等による高効率運転を実施しています。また、冷温水供給ポンプおよび照明のインバータ化、電気設

備の力率改善等も随時採用中です。これによる省エネルギー効果は省エネ削減率で約1.6％を見込んでいます。

その他、夜勤のライン稼働による昼夜の電力負荷平準化や一部事務所棟に氷蓄熱設備を導入しています。今後は更に

生産ラインの非生産時に於けるエネルギー（待機エネルギー）削減運転システムを構築する計画です。

6 . P R T R準備状況

P R T Rとは｛Pollutant Release a n d Transfer Resister｝の略称で、企業が使用している化学物質について、

環境（大気，土壌，公共水域，埋め立て）への排出と廃棄物および下水道への移動の量を把握してその結果を行政（都

道府県）へ報告するシステムの事です。

1 9 9 7年7 月にP R T R法「特定化学物質の環境への排出量の把握及び管理の改善に関する法律」が公布され、2 0 0 1年

4 月から施行されることになりました。P R T R法の対象となる化学物質は3 5 4物質です。

東洋製罐では法律が公布される以前の1 9 9 5年から環境汚染が懸念される材料についてその使用量と排出量を把握し

て、使用量や排出量の低減活動（例えば塗料の水性化など）を推進しています。また環境庁（現在は環境省）が実施し

たP R T Rのパイロット事業にも参加して環境への化学物質の排出量や移動量を報告しています。

またP R T R法に対応するため2 0 0 0年度の対象物質を含有する材料の使用量の調査や集計システム作りを進めるとと

もに実際に集計を行う工場への説明や教育を実施しています。

東洋製罐が環境中に排出する化学物質は、主に塗料や溶剤に含まれる揮発性有機化合物です。今後これらの化学物質

の使用量，排出量を削減する活動をさらに推進したいと考えています。
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7.産業廃棄物の削減と有効利用

産業廃棄物の削減、有効利用に努めゼロエミッションを目指します。

東洋製罐では、1 9 9 2年に環境対策室を発足させ、工場から発生する産業廃棄物の減量化および再資源化に取り組ん

できました。

各工場には、資源活用推進員を任命し、「捨てるな！埋めるな！」のスローガンのもと、発生した廃棄物は費用をかけ

てでも資源化する事を基本方針として廃棄物処理および再資源化に取り組んできました。

その結果1 9 9 3年以降産業廃棄物の総排出量は暫減傾向にあり、2 0 0 0年度は1 9 9 9年度と比較して約8 0 0トンの減

量を達成いたしました。また、廃棄物の再資源化率も2 0 0 0年度には9 9 . 9 1％にまで上昇し、再生できずに焼却された

り埋め立てられたものの量は、1 9 9 9年度の1 6 5トンをさらに下回り2 0 0 0年度は2 9トンにまで減少しました。

東洋製罐では、再資源化率がほぼ1 0 0％となった現状を踏まえ、さらに高い目標として再資源化方法の改善に取り組

んでおります。具体的には、サーマルリサイクルとしていわゆるエネルギー回収に回されているものを、材料そのもの

の再利用であるマテリアルリサイクルに変えていくよう取り組んでいきます。

なお、小型焼却炉に関しては、すでに（2 0 0 0年2 月）全ての工場で使用を停止しました。
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環境目標および行動計画を遂行するために各工場ごとに社員に分別の徹底、情報の伝達のための活動を実施しています。

千歳工場屋根付き分別センター
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8.リサイクル活動への取り組み（社会貢献活動）

容器包装のリサイクルは1 9 9 7年に施行された「容器包装リサイクル法」により法律で義務づけられています。

総合容器メーカーである東洋製罐は、法律が施行される以前からリサイクル活動に積極的に取り組んでいます。

1 9 7 3年には、あき缶処理対策協会（現：スチール缶リサイクル協会）、アルミ缶リサイクル協会を相次いで設立し、そ

の主要メンバーとして散乱問題だけでなくリサイクルに対し広く、より効果的に活動しています。

1 9 8 2年にはP E Tボトル協議会の設立に参加しました。1 9 9 3年にはP E Tボトル協議会が民間企業と合弁で、P E Tボ

トルとして日本初の本格的再商品化工場を栃木県内に建設しました。以後数年にわたるP E Tボトル協議会の努力により

数々の技術的困難を解決しました。また市町村で行うボトル圧縮のためのボトルプレス機の開発や、リサイクルしやす

いP E Tボトルづくりのために「自主設計ガイドライン」をP E Tボトルリサイクル推進協議会として制定するなど、リサ

イクルシステム全体についてさまざまな活動を行ってきました。当初低かったP E Tボトルのリサイクル率も順調に上昇

しています。

また、プラスチック製容器包装についても1 9 9 8年に設立されたプラスチック容器包装リサイクル推進協議会の設立

に参加し活動を行っています。

今後も各団体のリーダーとして、当社はさらにリサイクル活動を積極的に推し進めてまいります。

それぞれ容器ごとのリサイクル活動詳細は、各団体のホームページで紹介されています。

スチール缶 ：スチール缶リサイクル協会

http://www.rits.or.jp/steelcan/

アルミ　缶 ：アルミ缶リサイクル協会

http://www.alumi-can.or.jp

P E Tボトル ：P E Tボトル協議会・P E Tボトルリサイクル推進協議会

http://www.petbottle-rec.gr.jp

プラスチック：プラスチック容器包装リサイクル推進協議会

http://www1.biz.biglobe.ne.jp/~PSUISIN

分別収集

圧 縮

P E Tフレーク

ペレット化

繊 維

シート

分別排出

P E Tボトルのリサイクルの流れ



1 9

容器別リサイクル率の推移
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9.製品パフォーマンス

（1 ）環境保全型金属容器T U L Cの開発

「便利さは欲しいけど、環境にも配慮して暮らしたい」そんな時代の願いを真剣に考えた金属容器、それがT U L Cです。

T U L C（To y o Ultimate C a n）は、ポリエステルフィルムをラミネートした鋼板を使用し、ドライフォーミングに

より成形される金属容器で、製缶時に水を使用せず、二酸化炭素や産業廃棄物の発生量も大幅に低減、リサイクル性に

も優れています。まさに東洋製罐グループの有機・無機素材技術と成形技術の結集です。

①水を使わない。つまり水を汚さない。これからの製缶

技術はドライフォーミング。

従来のDI缶は、成形工程で缶に大量のクーラント（冷

却・潤滑剤）をかけながら加工します。そのため、加工

後これを洗い流すために大量の水が必要でした。その量

は1 ラインで毎月約9 , 0 0 0ｍ３、一般家庭の浴槽の2 万杯

分にもなります。しかしT U L Cの成形法・ストレッチド

ロー／ストレッチアイアニング法はクーラントが不要な

ドライフォーミングですから、一滴の水も使わず、水を

汚すこともありません。

③工場からの二酸化炭素排出量も大幅に低減。

T U L Cは内外面にポリエステルフィルムをラミネート

しているため、製缶後の塗装・焼き付けが不要です。そ

の結果、地球温暖化の原因であるといわれている二酸化

炭素の排出量を、従来のDI缶製造時の1 ／3 以下に抑え

ることが可能となりました。

②産業廃棄物も極限まで削減。汚れも臭いも出しません。

DI缶洗浄工程で発生する排水は、汚れを取り除き自然

に返さなければなりません。水を浄化する際脱水ケーキ

と呼ばれる固形廃棄物が発生します。DI缶ラインで発生

する固形廃棄物は月々約4 0トン、ドラム缶にして2 0 0

本にも達します。これに対してT U L Cではわずか

1 2 0 k g、水性の外面仕上げニスの廃塗料だけで、ドラ

ム缶2 ／3 本足らずに抑えることができます。

④高質なリサイクル特性を実現。あき缶の再資源化に貢

献します。

T U L Cの素材T F S（ティンフリースチール）はその名

の通り、錫メッキをしない鋼板です。鋼板中に金属錫が

ある程度以上混入すると、機械的特性などの品質が低下

するため、これまでの錫メッキ鋼板（ぶりき）のリサイ

クル時には、錫の混入率の細かな調整が必要でしたが、

錫の混じらないT U L Cなら、そのまま良質の再生鋼材に

生まれ変わります。年々向上するスチール缶のリサイク

ル率を、再生資源の品質の面からも、より一層支えるこ

とができます。なお、あき缶を再生する際に缶の内外面

のポリエステルフィルムは燃焼しますが、ポリエステル

の構造式からも明らかなように炭素・水素・酸素以外の

元素は含まれていませんので、有害なガスの発生はあり

ません。

水使用量比較 二酸化炭素排出量比較

固形廃棄物量比較



2 1

⑤開発初期段階からL C A（ライフサイクルアセスメント）を導入。

T U L Cの前例のない低い環境負荷は、開発の初期段階

からL C A手法を導入することにより達成できました。

＊L C A

製品やシステムが環境に与える影響度を、客観的な数

値としてとらえる手法。原材料用の資源の採取から、製

品の生産、輸送、保存、消費、廃棄、リサイクルまでの、

いわゆる「ゆりかごから墓場まで」の全生涯にわたる環

境負荷を定量的に解析します。L C Aにより製品の改良点

の抽出や複数製品の比較を行うことにより、製品開発に

役立てることができます。

ライフサイクルアセスメントの概念図

分析事例：各種飲料用金属缶製缶時の消費エネルギー（M J／缶）
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（2 ）P E TボトルのL C A分析

P E Tボトルは優れた容器性能に加えて、軽量性、リシール性など優れた特徴を有しており、飲料用途などを中心にそ

の需要は順調に増加し、1 9 9 9年の国内生産は3 0万トン水準を突破しています。

一方、近年、産業界においては、環境に優しい製品の開発や環境保全を配慮した市場育成への動きが活発化しており、

容器へのL C Aの適用も既に紹介したT U L Cばかりでなく、各種容器に拡がっています。

このような状況の中で、東洋製罐では、P E Tボトル協議会に働きかけ、日本市場での平均的な姿を求めるためのP E T

ボトルのL C A分析を行いました。ここでは原料となる原油の採掘からP E Tボトル製造に至るほとんどすべての工程およ

びP E T樹脂の再生工程について調査を行いました。

右上図にボトル胴部の製造に消費されたエネルギーの

工程内訳を示します。ボトル胴部の製造をボトル成形工

程、原料樹脂製造工程、原油採掘から石油精製までに3

分割し比較してみると、資源エネルギーを除いた消費エ

ネルギーに占めるボトル製造の比率がいずれのケースに

おいても約半分になっていることが判ります。さらに、

ボトル胴部、ラベル、キャップで構成されるボトル全体

のエネルギー消費量は資源エネルギー込みで、炭酸用

1 5 0 0 m lで1,185kcal/本、同5 0 0 m lで711kcal/本、

耐熱用（ホットパック飲料用）1 5 0 0 m lで1,424kcal/

本、同5 0 0 m lで743kcal/本でした。

右下図には、ボトル製造における二酸化炭素の全排出

量を示しますが、ここでもボトル成形工程が全体の約半

分を占めています。

また、P E Tボトルは容器包装リサイクル法に基づき再

生化処理が行われていますが、今後はこの工程の重要性

がますます増加すると考え、再生化処理工程での環境負

荷の基礎データの収集も行いました。P E T樹脂の再生フ

レークの生産工程は基本的には、搬入された回収ボトル

を選別・粉砕する前工程と異物除去から再生フレーク出

荷までの後工程に分類され、これら工程の合計値を算出

しました。

本研究により再生工程における消費エネルギー量

（1,754kcal/再生樹脂1 k g）はバージン樹脂製造の消費

エネルギー（14,350kcal/kg樹脂）の1 / 8以下である

ことが判りました。
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（3 ）飲料用金属缶の軽量化の歴史

金属容器といっても飲料缶から美術缶と多岐にわたっており、また飲料缶にも数十種類以上のものがあります。ここ

では、われわれに一番馴染みがあるビール、コーラ、お茶等を充填している3 5 0 m l陽圧缶を取り上げて軽量化の歴史に

ついてまとめました。

当社の3 5 0 m l陽圧缶として代表的なDI缶、T U L Cの缶胴重量の変遷を図に示します。

アルミニウムDI缶（AD I缶）の軽量化は、ボトム耐圧対策としてのボトム形状変更（1 9 7 7年：2 0 9径スタッカブル

→1 9 8 4年：2 0 6径スタッカブル→1 9 9 6年：縮径ボトム等）と同時に搬送設備改善（缶胴の凹みを抑制するような設

備への改良）による缶胴部厚みのゲージダウン（3 0μm 強）によって2 0年で約4 gもの軽量化がなされてきました。

T U L Cは、当社独自の製造技術（両面P E Tラミネート鋼板をストレッチドロー成形）によって、1 9 9 2年に実用化さ

れました。図に示すように、発売当初は33 . 5ｇでしたが、その後、ストレッチドロー成形にしごき成形を付加したスト

レッチアイアニング成形法によるハイリダクション缶を開発して1 9 9 5年には3 0 . 0 gへ軽量化しました。さらに、製造

技術の改良（カッピングでのストレッチドロー成形採用等）を加えて1 9 9 7年にスチールDI缶（S D I缶）より軽量なス

ーパーハイリダクション缶（24 . 5 g）へと発展してきました。

3 5 0 m l陽圧缶の蓋であるアルミイージーオー

プン蓋も開発当初の重量は5 . 5 gでしたが、

1 9 8 0年代に2 0 9径から2 0 6径へと縮径され

て4. 0 g程度にまで軽量化されました。さらに、

1 9 9 1年に従来の成形法に変わってフルフォー

ム成形（トーヨーフォーム成形）を採用して

3.7gにまで軽量化してきました。

金属缶缶胴の軽量化の歴史

金属缶用アルミ蓋の軽量化の歴史
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（4 ）パウチ化による環境適性の向上（環境負荷の低減）

フロスパウチの開発

東洋製罐では、詰め替えパウチを単なるゴミの減容化

対応品として捉えるのではなく、更なる高齢化社会に対

応できる、安全で、使い易く、地球に優しい容器とする

ことを目的として、フロスパウチ（注ぎ口付きの、液体

製品の詰め替え用スタンディングパウチ）を開発しまし

た。

この容器の特徴は、ノズル部の特殊な形状および印刷

表示から誰にでも開封位置がわかるユニバーサルデザイ

ンであること、およびノズル部にチューブ等のサポート

部品を使用せず、また特殊な材料も使わずにハサミを必

要としない易開封機能が付与されていることです。易開

封加工は複数本のレーザ加工で行なわれており、開封時

の表裏ズレやノッチ位置ズレ等による開封性のバラツキ

も防止しております。

胴、底部ともに以下の様な2 層構成であり、高い印刷

品質を維持する製品としては、最も単純なものにしてい

ます。最外層（印刷層）は、1 2～2 5μm のポリエステ

ルフィルムあるいはナイロンフィルムを使用し、内層に

は1 3 0～1 5 0μm のL L D P Eフィルムを使用していま

す。

（5 ）水性塗料の開発

缶用水性塗料開発および水性塗料の位置づけ

水性塗料とは、通常の塗料中に希釈剤として含まれている有機溶剤を一切使用しない水溶性塗料、またはその使用量

を極端に少なくした水分散性塗料の総称です。溶剤系塗料から水性塗料へ転換することにより、化石燃料の使用量が節

減されるとともに、排気溶剤処理時に発生する二酸化炭素の排出量が低減されます。

東洋製罐では、缶用水性塗料開発にあたり、開発目標を次のように設定しました。

①非危険物扱いの塗料であること

②労働安全衛生法の有機溶剤中毒予防規則対象外塗料であること

③大気汚染防止法や地方条例に準拠する塗料であること

④内面塗料においては、従来の溶剤系塗料と比べフレーバー保持性、耐食性に優れていること

⑤外面塗料においては、従来の溶剤系塗料と同等の実用特性を確保すること

このような開発基本方針に則り、1 9 8 7年から2 年間でDI缶の内面塗料の水性塗料化切り替えを完了し、さらにDI缶

の外面塗料の水性化に取り組み、1 9 9 2年には実用化を完了しました。その後、3 ピース缶の内面塗料や低酸性飲料用ア

ルミ蓋の内外面コイルコート塗料の水性塗料全面切り替えを達成し、現在もなお更なる水性塗料化に向かって開発中で

す。

水性塗料切り替えの現状と今後の対応

2 0 0 0年度における全缶用塗料に対する水性塗料への切り替え状況（水性化率）は、美術缶、一般食缶、1 8 缶を含

めた全用途で7 0 %となっています。その結果、ドラム缶で約3 9 , 0 0 0本に相当する溶剤を節減したことになります。ま

た、水性塗料化により可能な限り焼き付け時間の短縮や、低温焼き付けを達成させ、このことにより、省資源、省エネ

ルギーに対しても貢献しています。

フロスパウチ
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1 0 .グリーン調達およびグリーン購入

グリーン購入・調達指針

環境負荷が少なく、持続可能な循環型社会へ貢献できる製品、資材を積極的に利用します。

①環境汚染物質等が回避されていること

②資源やエネルギーの消費が少ないこと

③長期間の使用ができること

④再使用が可能であること

⑤再生された素材や再使用された部品を多く利用していること

⑥廃棄されるときに処理や処分が容易なこと

（1 ）生産に使用する資材などのグリーン調達活動

再生P E T樹脂を台所用洗剤ボトル、大型P E Tボトルのハンドルに使用

（2 ）福利厚生品・事務用品などのグリーン購入活動

①福利厚生品（再生P E T繊維製品）

従業員作業服、出入り口用靴拭きマット

②紙製事務用品（再生紙を使用）

コピー用紙、印刷用紙、各種ファイル、書類封筒

③紙以外の事務用品（再生材を使用）

ボールペン、シャープペン、蛍光ペン、名刺（P E Tボトル再生品）

②③の事務用品については購入判断基準を作成してグリーン購入に努めています。

下に②の紙製事務用品の購入判断基準を例として示します。

〈購入判断例〉紙類

従業員作業服再生P E T樹脂使用製品
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1 1 .環境会計

環境会計とは、「事業活動における環境保全のためのコストとその活動により得られた効果を可能な限り定量的（貨幣

単位または物量単位で表示）に把握（測定）し、分析し、公表するための仕組み」です。

ここでの「コスト」には、①公害防止や汚染予防にかかる設備の投資額や維持費、②環境対応型製品の開発費、③

廃棄物処理費、リサイクル費用、④美化活動などの社会活動費用、⑤環境の損傷に対応するための修復費用などが含ま

れています。

また、「効果」としては、①二酸化炭素排出削減量，廃棄物削減量など物量単位で表すもの、②省エネ，省資源などに

よる費用削減を貨幣単位で表すものなどが含まれています。

環境保全「効果」の扱いについては未だ議論が行われており、その集計方法は確立していないため、当社においては

環境保全コストの集計のみを実施しております。

2 0 0 0年1 1月発行の「エコ・リポート2 0 0 0」では代表する1 工場（埼玉工場）で集計を試行し、その結果を公表し

ました。

本年の報告では環境保全コストの集計範囲を全1 6工場、本社環境部門および研究所としました。なお、費用額には設

備投資の減価償却費は計上していません。集計結果を下表に示しました。

2 0 0 0年度の環境保全コストの総額は5 7億円（投資額8 億円、費用額4 9億円）でした。全投資額に占める環境保全投

資の割合は1 . 8 %であり、また、研究開発費総額に占める環境保全のための研究開発費の割合は1 2 %でした。

今回の集計にあたっては環境省「環境会計システムの導入のためのガイドライン」（2 0 0 0年版）にできるだけ沿った

かたちでまとめていますが、まだ内容的には不十分なところがあるため、今後定期的な見直しと検討を行っていきたい

と考えています。特に、保全効果については環境ビジネス発展促進等調査研究委員会（経済産業省委託研究）に参加し、

集計結果の確立を行うとともに、来年には公表できるように準備を進めています。

東洋製罐の環境保全コスト集計結果

対象期間：2 0 0 0年4 月1 日～2 0 0 1年3 月3 1日

単　　位：百万円
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東洋製罐は、環境情報を社内外に公表するとともに、多くの方からの意見を聞き、お互いの理解を得ることが大切で

あると考えています。そのために今後も環境報告書やインターネットなどで環境情報を積極的に公開していきます。

＜社内コミュニケーション＞

1.社内ＬＡＮおよび社内報の活用

従業員に対して環境の理解を深めるために、社内ＬＡＮに環境情報を流しています。また社内報「東罐」に環境記事

を掲載し、従業員とその家族に環境に対する意識付けを図っています。

2.資源活用ニュース紙の発行

従業員に廃棄物の分別排出の重要性を理解させるために、工場では資源活用ニュース紙を定期的に発行しています。

＜社外コミュニケーション＞

3.環境報告書の発行

1 9 9 9年より環境への取り組み状況を開示するため、冊子形式の環境報告書「エコ・リポート」を作成・配布してい

ます。東洋製罐のさまざまな環境活動の中から、重点的に取り組んでいる内容を中心にまとめ、一般の方にも理解しや

すいように努力しています。今年は3 年目として、昨年の環境報告書にお寄せいただいたアンケート結果を参考にし、掲

載内容の見直しを行いました。これからもさらに内容の充実を図っていきます。

4.ホームページで環境情報を公開

東洋製罐のホームページに、環境ホームページ「環境への取り組み」を開設し、環境報告書「エコ・リポート」の要

約版を公開し、より多くの方に容易に環境情報が見られるようになっています。内容は環境方針・目標、環境マネジメ

ントシステム、環境パフォーマンス、環境コミュニケーション、環境教育、環境に関する東洋製罐の歴史となっていま

す。

インターネットアドレス：http://www.toyo-seikan.co.jp/

環境報告書の発行部数
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環境問題への取り組みは、幅広い知識と正しい理解をもって実行することが必要です。東洋製罐では従業員一人ひと

りの環境問題に対する意識の高揚を目指し、継続的に環境教育を行っています。

1.新入社員教育

毎年4 月新入社員を対象に、集合教育の中で1 9 7 0年代から続いている東洋製罐の環境への取組みや最新の環境動向を

理解させ、業務の中で環境という視点を持つように、環境教育を実施しています。

2.製造部門の環境関連教育

工場では環境に関する教育・訓練の実行計画を立て、一般従業員教育や専門教育を定期的に実施しています。

3.社外の環境関連教育・セミナー

工場ではその地域や地方公共団体などが開催する環境関連のセミナーに積極的に参加しています。

4 . I S O 1 4 0 0 1内部環境監査人教育

全工場に環境マネジメントシステムを導入する目的で、1 9 9 5年から外部機関による内部環境監査人教育を行ってき

ました。2 0 0 1年3 月現在1 5 0名が受講しました。

5.アイドリングストップ運動

二酸化炭素排出量削減のため、工場内でのアイドリングストップ運動を推進しています。配送用のトラックやフォー

クリフトのみならず、送迎バスや協力会社の方々なども含めて実施しています。

「環境会計セミナー」開催 2 0 0 1年5 月1 5日

本社会議室にて

講師 上智大学経済学部

伊藤嘉博教授
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6.工場周辺の美化活動

美しく住み良い清潔な町づくりのために、工場周辺や地域の環境美化活動に積極的に取り組んでいます。
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東洋製罐では環境問題に対応するために、様々な容器製造技術の開発および使用済み容器のリサイクル活動などを行

っています。ここにその概要を年表で紹介します。
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東洋製罐をはじめとして、計2 6社で構成される「東洋製罐グループ」各社では、それぞれの業種に即した環境対応を

積極的に実施しております。

ここでは、代表的な3 社について製品の環境パフォーマンスの改善策を中心に環境対応の現状をご紹介いたします。

1.東洋鋼鈑株式会社

「シルバートップ　エコ」全シリーズの開発完了／2 0 0 1年3 月1 3日

家電、事務用機器メーカーを中心に、環境負荷物質の六価クロムを含まない表面処理鋼板への切り替えが本格化して

いるなかで、東洋鋼鈑では、複合亜鉛メッキ鋼板のノンクロメート化を進め、無塗装用と塗装用については既に市場に

出荷してきました。

このたび、鉛レス半田や非活性フラックスにも対応できる半田用と黒色鋼板のノンクロメート化を完成し、全シリー

ズを「シルバートップエコ」として営業生産に入りました。「シルバートップエコ」は、耐食性、塗装性､溶接性等従来

のクロメート処理品と同様の使用が可能であり、グリーン調達に対応した環境に優しい材料として多方面での需要が期

待されています。

2.東罐興業株式会社

（1 ）段ボール製積木型クッション

包装から発泡スチロールなどの緩衝材を不要にする段ボール製新包装資材としてC F G（クッション・フレキシブル・

グルアー）を開発致しました。軽量、コンパクトな段ボール製積木型クッション形状を基本に、独自に構築したコンピ

ューター遠隔制御生産支援システム「C A M－A 」の活用で自動的に機械のサイズ調整が可能です。

パレットや緩衝用クッション、スキット、ケース等幅広く使用でき、段ボール素材を使用しているのでリサイクル性

に優れ、省資源が図れる包装資材です。

C F Gの基本生産工程

①段ボールシートを型抜き加工（オートプラテン）

②蛇腹状にコールドグルー糊で貼り合わせ

使用例

段ボールパレット（左、中）： 軽量、低コスト、木製パレットに匹敵する強度

破損時は必要なパーツ交換のみ

部品として保管すれば省スペース

段ボールクッション（右）： 発泡に替わる緩衝効果

あらゆる製品にジャストフィット

低コストなリターナブル包材（裸包装可能）
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（2 ）薄肉・減容樹脂ボトル

近年廃棄物問題並びに地球環境に配慮した製品として、T O K A N減容ボトルを開発致しました。

減容ボトルの基本は樹脂容器の薄肉、軽量化（従来樹脂使用量の5 0％削減）にあります。そこに折り目リブを加える

ことで折りたたみが容易になり、廃棄時の容積を約1 / 3に減容化することが可能です。材質にはポリエチレン樹脂を使

用。強度や耐薬品性等も充分検討、工夫されています。

本製品は、食品、洗剤、ワックス、薬品等の液体製品はもとより、粉体、錠剤等の固体製品にも適しています。バラ

エティー豊かな使用用途により、新製品からリニューアル製品まで、幅広く御利用いただけます。

減容前 キャップをはずし
胴部を押す

キャップをしめて
完了

折り目に沿って
つぶす

（3 ）非木材紙コップ

パルプ原料の一部に、非木材植物繊維（N o n－Wood Fiber）を使用することで、少しでも地球環境保全／森林資源保

護の役に立ちたいと考え、非木材紙コップを開発致しました。

非木材紙コップの特徴

安定した特性　：使用感も、加工工程も、純木材バージンパルプとほとんど変わりません。

通常印刷が可能：一般的な紙コップとほとんど同じ発色性や印刷適性を持っています。

リサイクル可能：通常の紙コップと分別しないでリサイクルできます。

主な非木材紙の原料

栽培植物繊維：ケナフ、ジュート、ラミー、アバカ、コットンリンター、亜麻、楮、三椏等

天然植物繊維：竹、エスパルト、葦、サバイグラス、パピルス、雁皮等

農産廃物繊維：さとうきび（バカス）、バナナ、パーム椰子、麦・稲わら、とうもろこし茎等

竹
東南アジアで広く自生または栽培されて

いる竹（バンブー）は、繊維が長く、パ

ルプ原料として使いやすい特徴がありま

す。

ケナフ
アオイ科の一年草で、東南アジアをはじ

め世界各地で栽培されています。わずか

半年で3 ～5 メートルに育ち、短期間で

収穫できます。

さとうきび
成長が早い、イネ科の熱帯植物です。製

糖工場で糖汁を搾った残りカスを利用し

ます。従来廃棄していた資源の有効活用

として注目されています。



3 3

3.東洋ガラス株式会社

（1 ）T M C - 2 1コーティングびん

T M C（Toyo Multi Coat）- 2 1はガラスびん表面に樹脂コーティングを施すことにより、ガラスびんに多彩なカラー

コーティングやフロスト調コーティング、紫外線カット機能などを付与することができます。各種カラーコーティング

を透明びんに施し、すべて透明びんとして回収，リサイクルできます。また、従来フッ酸処理によりガラス表面をフロ

スト調に処理していたのを、このコーティングで代替でき、環境負荷を低減できます。さらに、2 層コーティングを施す

ことにより、リターナブルびんを大幅に軽量化、長寿命化できます。これらを利用してフロスト調のワンウェイびんや

超軽量化されたリターナブルびんなどが実用化されています。

たとえば、コンビニや量販店などで見られる酒類のびんの中には、このT M Cによる加工がなされている商品がありま

す（写真1 ）。また、T M Cによる超軽量リターナブルびんも、牛乳びんとして実用化されています（写真2 ）。軽量化率

は約4 0 %にもなり、取扱が容易になるのはもちろん、環境負荷も大幅に削減されます。

写真1 T M Cによる着色びん 写真2 T M Cによる超軽量リターナブルびん

（2 ）イオンカルチャー

近年、日本の海では『磯焼け』という海の砂漠化現象が起こっています。これは、コンブやワカメなどの海藻類が繁

茂していたところが石灰質の珊瑚藻に覆われてしまうもので、海洋中の二価鉄の欠乏が原因であるといわれています。

そこで、ガラス中に二価鉄を含有させ、かつ水に溶けるように組成を調整した『イオンカルチャー』の開発を進めて

います。ガラスは二価鉄の他、ケイ素やリンなど海藻類にとって栄養となる元素で構成されており、かつ1 0年にわたり

徐々に溶ける水溶性ガラスになっています。ガラスから溶け出す元素はイオン状であり、海藻類の幼体期から十分効果

があらわれます（写真3 ）。

この『イオンカルチャー』をテトラポッドなどの構造物に貼り付け海底に沈設すると、海藻類がイオンカルチャーか

ら栄養を摂取して成長し、約1 年後には海藻が見事に繁茂しています。この技術を使うことで海の緑化が実現すると期待

されています。

イオンカルチャーなし イオンカルチャーあり

写真3 マコンブ胞子による増殖実験結果 写真4 イオンカルチャーによるコンブの増殖例

イオンカルチャー
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これまで、東洋製罐および東洋製罐グループ各社では開発した製品および技術に対して数々の賞を受けています。

2 0 0 0年度には、下記成形技術及び製品などが受賞しました。

1.青木固技術賞

東洋製罐の開発したワンピース耐熱圧P E Tボトルの2 段ブロー成形技術が、第1 0回青木固技術賞を受賞しました。こ

の成形方法の特徴は、ボトル底部を十分に延伸するとともに熱処理を施すことにより薄くても強いボトルの底部を得る

ことにあります。ボトル底部の薄肉化は使用材料の削減（リデュース）に繋がり、その結果として環境負荷の低減が達

成できます。

＊青木固（かたし）技術賞とは、社団法人プラスチック成形加工学会の主催によるもので、プラスチック成形加工技

術において創造的業績をあげた研究者・技術者に対して、その精進と努力に報い、かつ将来のさらなる発展を期待

して贈賞するものです。

2.Can of the Year

4 月に米国Denverで開催されたThe CanmakerのC A N N E X展示会で、中外製薬殿のバルサン（写真左）がCan of

the Yearの一般缶部門で金賞および、"The Can of the year"を受賞しました。この容器は中外製薬殿と東洋製罐との

共同開発によるもので、外装缶に飲料缶仕様の環境対応型金属容器T U L Cを使用しています。通常のストレッチドロ

ー・アイアニング成形を行い、印刷済みのT U L Cにリバーズドロー成形を施して製造されるもので、自己加熱により計

算量の薫蒸効果を引き出すように設計されていることが評価された結果です。

また、東洋製罐の溶接パスカル缶（写真：右）がエアゾール缶部門で銀賞を受賞しました。これは、溶接缶に静水圧

を利用したバルジ加工を施したものであり、その斬新なデザインと美麗な印刷が評価されました。
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東洋製罐では、環境・リサイクル関係の各種団体および研究会・委員会に人材を派遣するとともに、環境関連の各種

組織の会員となっています。

環境関連機関

（財）化学技術戦略推進機構（ミレニアムプロジェクト）

リサイクル関連団体

スチール缶リサイクル協会

アルミ缶リサイクル協会

P E Tボトル協議会

P E Tボトルリサイクル推進協議会

プラスチック容器包装リサイクル推進協議会

（財）日本容器包装リサイクル協会

研究会・委員会

環境経営学会

プラスチック廃棄物の処理・処分に関するL C A調査研究会

エコマテリアル研究会

プラスチック化学リサイクル研究会

「包装とL C A」研究会（日本包装技術協会）

P E Tボトルライフサイクル研究会

環境ビジネス発展促進等調査研究＜環境会計＞（経済産業省委託研究）

ネットワーク

環境報告書ネットワーク

グリーン購入ネットワーク

基金拠出

産業廃棄物不法投棄原状回復基金（経団連）

出損金拠出

（財）かながわ廃棄物処理事業団
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